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１．倒産手続に関するイメージ 

 
１）手形社会 

２）個人保証 

３）取締役の申立義務不存在 

４）財務内容開示の遅れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１４）DIPファイナンスの困難化

１５）取引先との取引継続の困難

７）カット後債権を全額現金弁済とす

るプラクティス 

８）担保価値の目減り 

９）収益力の弱体化 

１０）弁済率の極端な低下 

１１）弁済期間の長期化 

１２）債権者の理解を得られる再建案策定の困難化 

１７）「倒産手続（再建・清算）イコール死亡後の処理」とのイメージの確立 

１３）「倒産」のニュースにより、極

端な混乱が発生 

１６）DIPの営業継続の困難化 

６）倒産時には、甚だしい債務超過、収益力の弱体化 

５）資金繰り窮迫、手形不渡りの直前まで申し立てない 



２．倒産イメージの払拭 

a) 従前のパターンにとらわれないスキーム 

【例１】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【例２】 Japan De-leveraging Fund 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【例３】 別添資料参照 

 

b) 民事再生手続 

・スピード感ある再建 

・債権者、債務者間の動態的バランス上に立った交渉 

・監督委員を通じた、実態に即した監視、コントロール 

・申立代理人によるコントロールにより、単なる「居座り」「延命」を排除 
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